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１．少子高齢化・人口減少の進行 

社会情勢 

日本の人口は平成 20（2008）年をピークに減少を続けており、少子高齢化が加速しています。特に、地

方においては若年層の流出が進み、地域社会の維持が困難になるケースも増加しています。政府の推計

によれば、令和７（2025）年には団塊の世代が全員 75歳以上となり、高齢者支援や医療・介護の需要が

さらに増大することが予想されています。 

図表１ 日本全体の人口ピラミッドの変化 

 

資料：厚生労働省「我が国の人口について」 

図表２ 日本全体の将来人口と割合の推移 

 

資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(令和５年推計)」  
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播磨町の現状 

本町の人口は、2020 年時点の国勢調査人口で 33,604 人、2024 年時点の住民基本台帳人口で 34,916 人

となっています。2020 年頃まではほぼ横ばいで推移してきましたが、2020 年以降は増加傾向で推移し

ています。 

年齢５歳階級別で本町の人口構造をみると、45～54 歳の年齢層（団塊ジュニア世代）と 70～79 歳の年

齢層（団塊の世代）が特に多くなっている一方、５～14歳の年齢層も小さな山を形成していることが確

認できます。 

 

図表３ 年齢５歳階級別人口（2024.1.1 時点） 

  
資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」 

図表４ 年齢３区分別人口の推移 

 
資料：総務省「国勢調査」「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」  
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２．安全な生活環境の保障 

社会情勢 

気候変動の影響により、豪雨や台風、地震などの自然災害が頻発化・激甚化しています。さらに、南海

トラフ地震や首都直下型地震など、近い将来の大規模な地震発生リスクが指摘されています。特に都市

部では、浸水リスクの増大や老朽化したインフラの脆弱性が指摘されており、防災・減災の取り組みが

急務となっています。また、自然災害だけでなく、子どもや高齢者を狙った犯罪の発生や交通事故など、

様々な分野における危険への意識も高まっており、危機管理体制の充実と犯罪や事故のない安全な社会

づくりが求められています。 

 

図表５ 災害時における自助の取り組みの進展状況 

  
資料：内閣府政府広報室「防災に関する世論調査」 

 

図表６ 刑法犯認知件数と検挙率の推移 

  

資料：法務省「犯罪白書」 
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播磨町の現状 

令和５年より、町全体で総合防災訓練を実施し、自主防災組織を中心とした避難所運営を進めてきまし

た。また、町民には自助・共助の意識を持ち、避難や備蓄の重要性を認識してもらうことを目的として、

研修や講座の開催、情報提供にも取り組んできたところです。防犯対策としては、加古川警察署や防犯

協会と連携し、犯罪抑制のために播磨支部防犯研修や住民大会を開催し、防犯灯や防犯カメラの設置、

「子ども 110番の家」の設置を推進してきたところです。 

本町の刑法犯認知件数は千人あたり 5.2件で、県平均（千人あたり 6.9件）より低い水準となっていま

す。交通事故の発生件数は令和３年度までは減少傾向にありましたが、令和４年度に再度増加に転じて

います。 

 

図表７ 刑法犯認知件数の比較（令和５年度） 

  

資料：兵庫県警察「地域の犯罪情勢（市区町別刑法犯認知状況）」 

 

図表８ 交通事故・火災発生件数の推移 

  

資料：播磨町「播磨町統計書（2024 年版）」 
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３．デジタル化・DXの進展 

社会情勢 

AIや IoT、ビッグデータ活用などのデジタル技術が急速に進化し、社会全体のデジタルトランスフォー

メーション（DX）が加速しています。自治体においても、行政手続きのオンライン化やデジタルデバイ

ドの解消が課題とされ、スマートシティの推進が求められているところです。デジタル社会の進展に伴

い、教育や働き方、生活スタイルも変化しており、それに適応するためのインフラ整備が不可欠となっ

ています。 

図表９ 年齢階層別インターネット利用率 

 

資料：総務省「通信利用動向調査」 

 

播磨町の現状 

行政課題や住民ニーズに柔軟に対応するため、デジタル技術の活用による業務効率化、キャッシュレス

決済の推進、コンビニ交付サービスの導入・拡充などを進めてきました。また、ICT環境の充実として、

校務支援パソコンの配備や児童生徒一人 1台のタブレット端末導入も実施したところです。 

今後は、デジタル技術に対応できる人材の確保・育成を進めながら、大学や民間企業等とも連携を図り、

行財政運営やまちづくり各分野において積極的に ICT を導入し、DX を進めていくことが重要となりま

す。 
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４．地域経済・雇用情勢の変化 

社会情勢 

社会経済活動は急速にグローバル化しており、消費生活や就労スタイルも変化しています。大企業の

みならず、中小企業などにおいても世界市場に参入しやすい環境となる一方、世界情勢の変化に対す

るリスクも大きくなっています。近年、新型コロナウイルス感染症の流行による国際的な経済活動の

停滞やロシアによるウクライナ侵略に端を発した国際情勢の不安定化などの影響を受け、資源の価格

高騰や円安の急激な進行がもたらされました。このことは、地域経済に対しても少なからず影響を及

ぼしています。 

 

播磨町の現状 

地元産業の活性化を推進するため、播磨町商工会を支援し、四者連携協定を活用した朝市の開催、空

き店舗活用補助金の拡充、合同企業就職面接会の開催、ふるさと納税返礼品の導入による販路拡大、

企業立地促進奨励金の交付、工業地域の緑地面積率の緩和などに取り組んできました。 

本市に立地する事業所数及び従業者数ともに減少傾向で推移していますが、町内総生産は増加傾向と

なっており、製造業を中心とした第２次産業において大きな増加がみられます。また、各産業の就業

者数を年齢別でみた場合、製造業は 40歳代以下の割合が他の産業と比べても高くなっており、今後も

継続的な発展が期待されるところです。 

 

図表１０ 事業所数・従業者数の推移 

 

資料：播磨町「播磨町統計書（2024 年版）」 
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図表１１ 町内総生産の推移 

 

資料：播磨町「播磨町統計書（2024 年版）」 

 

図表１２ 産業大分類別就業者数の年齢別割合（令和２年） 

 

資料：総務省「国勢調査」 
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５．多様な価値観とライフスタイルの変化 

社会情勢 

社会の変化に伴い、価値観やライフスタイルが多様化してきています。働き方改革の推進により、テレ

ワークやフリーランスといった柔軟な働き方も定着しつつあるほか、ジェンダー平等の意識が高まり、

ダイバーシティ＆インクルージョンを重視する企業が増えています。また、技能実習での雇用、インバ

ウンドでの来訪増を背景として、普段の生活の中で外国籍の方と接する機会も増えつつあります。性の

あり方や国籍、文化・習慣、障がいの有無などにかかわらず、誰もが尊厳ある個人として尊重され、一

人ひとりの個性や多様な価値観・生き方を互いに認め合い、安心して生活し、地域でともに支え合いな

がら活躍できる環境づくりが求められます。 

図表１３ パートナーシップ登録自治体件数の推移 

 

 

資料：認定 NPO 法人 虹色ダイバーシティ「パートナーシップ登録件数の経年変化」 

 

 

播磨町の現状 

多文化共生社会の実現に向け、日本語教室の実施、姉妹都市ライマ市との交流、多文化共生サポーター

の配置、ALT派遣事業を推進し、住民の異文化理解を促進するとともに、人権尊重の意識醸成を目的に、

男女共同参画行動計画の策定、パートナーシップ制度の導入、人権啓発推進委員会の開催、「こころふれ

あう町民のつどい」の実施、子どもの権利に関する講演会を進めてきました。 

本町でも在住外国人は増加傾向にあり、多言語サポートの充実、学校生活や保護者支援の強化などの対

応強化が求められています。また、パートナーシップ制度の周知など、多様性尊重の意識浸透を引き続

き住民に対して取り組んでいく必要があります。 
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６．環境問題への対応 

社会情勢 

地球温暖化や異常気象の影響が深刻化する中で、日本でも脱炭素社会の実現に向けた取り組みが進めら

れています。政府は令和２（2020）年に「2050年カーボンニュートラル」を宣言し、再生可能エネルギ

ーの導入や省エネ施策の推進を強化しており、特に、GX（グリーントランスフォーメーション）の推進

により、クリーンエネルギーの普及が求められています。また、産業界においても ESG 投資や SDGs の

視点を重視する動きが広がっており、環境対応は経済成長と両立すべき重要な課題となっています。 

図表１４ 日本の温室効果ガス排出量の推移 

 

資料：環境省「自治体排出量カルテ」 

 

  

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

合計 1,114 1,056 1,103 1,176 1,223 1,230 1,185 1,145 1,092 1,072 1,031 987 927 945

その他 13 13 13 13 14 14 14 14 14 15 15 15 15 15

家庭 180 165 179 201 218 218 205 192 187 189 169 160 163 153

業務その他 205 199 204 243 259 258 248 244 206 196 191 182 171 182

運輸 221 218 220 216 217 214 209 207 205 203 200 196 178 178

産業 495 460 487 501 515 527 509 488 480 470 457 434 400 418
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（百万トン CO2換算）
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播磨町の現状 

地球温暖化防止対策として、住宅用太陽光発電・蓄電池システム設置費の補助、電気自動車充電設備の

整備、クーリングシェルターの指定開始などに取り組み、生活環境の改善に向けては、クリーンキャン

ペーンの支援や不法投棄監視カメラの貸し出しを進めてきました。 

温室効果ガス排出量については、平成 26 年度をピークに減少傾向が続いていましたが、令和３年度時

点で増加傾向に転じています。内訳として、全体的にピーク時より減少していますが、特に運輸や業務

その他の分野における排出量が減少しています。 

図表１５ 播磨町の温室効果ガス排出量の推移 

 

資料：環境省「自治体排出量カルテ」  

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

合計 566 539 512 558 627 591 642 599 572 570 520 532 533 598

その他 4 2 3 4 4 3 4 3 3 3 3 5 4 3

家庭 34 30 33 40 42 45 41 38 35 34 28 30 30 27

業務その他 26 24 26 33 35 34 36 34 31 27 22 21 24 22

運輸 56 54 57 60 57 57 55 55 54 53 53 54 48 49

産業 447 429 393 420 490 452 505 470 450 454 414 423 428 497
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７．持続可能な都市・インフラと地方財政の維持 

社会情勢 

行政運営においては、生産年齢人口の減少や地域経済の停滞に伴い、税収が減少傾向となることに加え、

社会保障関係経費の増加、老朽化の進む公共建築物やインフラの整備・改修など、厳しい財政状況が続

くと見込まれます。 

地方自治体の持続可能性を確保するためにより効率的な行財政運営が求められており、行財政改革や自

治体間の連携などを進め、限られた資源を有効に活用する取組みが必要となっています。 

 

播磨町の現状 

持続可能な行財政運営を進めるため、資金運用の効率化や町債権の一元化、ふるさと納税返礼品の提供

開始などの施策を実施し、収納率向上や予算編成の効率化、自主財源の確保に取り組んできました。 

歳入・歳出のバランスについては、差引が黒字になる状況で推移しています。令和２年度は新型コロナ

ウイルス感染症の影響により、歳入・歳出ともに大きく増加していますが、それ以降はどちらも減少傾

向で推移し、コロナ禍以前の水準に戻りつつあります。 

なお、公共施設の維持管理・更新時期については、2031～2033 年（令和 13～15 年）に大規模な更新を

想定しており、大幅な歳出増が見込まれています。 

 

図表１６ 一般会計の決算規模の推移の推移 

 

資料：播磨町「播磨町統計書（2024 年版）」 
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図表１７ 公共建築物の今後 30 年間（2053 年まで）の維持管理・更新等に係る経費 

 

資料：播磨町「播磨町公共施設等総合管理計画（第３版）」 
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８．ウェルビーイングの向上 

社会情勢 

ウェルビーイングとは、身体的・精神的・社会的に良好な状態を指す、持続可能な社会の実現に不可欠

な概念です。少子高齢化や地域コミュニティの希薄化が進む中、幸福度を高めるための政策が求められ

ているところで、企業では、ワークライフバランスの改善や職場環境の整備が進み、自治体でも健康増

進や地域交流の活性化が推進されるなど、ウェルビーイングの充実に向けた動きが全国的に進みつつあ

ります。SDGsに続く概念として、今後、教育、福祉、医療、まちづくりなど多方面からの取り組みが必

要となっています。 

 

播磨町の現状 

デジタル庁が公開する「地域幸福度 Well-Being指標」において、地方自治体のウェルビーイングに関

する状況を確認することができます。兵庫県平均と比較すると、「住宅環境」「子育て」「地域行政」「自

己効力感」の要素が高くなっている一方、「遊び・娯楽」「デジタル生活」「都市景観」「文化・芸術」の

要素が低くなっています。 

 

図表１８ ウェルビーイングにつながる要因の偏差値（令和６年度、客観データ） 

 
資料：デジタル庁「地域幸福度 Well-Being 指標」 

  

0

20

40

60

80

医療・福祉

買物・飲食

住宅環境

移動・交通

遊び・娯楽

子育て

初等・中等教育

地域行政

デジタル生活

公共空間

都市景観

事故・犯罪

自然景観

自然の恵み

環境共生

自然災害

地域とのつながり

多様性と寛容性

自己効力感

健康状態

文化・芸術

教育機会の豊かさ

雇用・所得

事業創造

兵庫県 播磨町



14 

参考：客観データの構成要素 

 

 

 
資料：デジタル庁・一般社団法人スマートシティ・インスティテュート 

「地域幸福度(Well-Being)指標利活用ガイドブック」 

 

 


